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平成２７年度一般会計当初予算の概要 

 
１．平成２７年度一般会計当初予算の総額   ５，６５２，０００千円 

【一般会計当初予算の比較】      （単位：千円、％） 

区  分 平成２７年度 平成２６年度 増減額 伸び率 

総  額 5,652,000 5,387,000 265,000 4.9 

内

訳 

公債費 692,009 714,439 △22,430 △3.1 

その他 4,959,991 4,672,561 287,430 6.2 

 

【予算の伸び率】       （単位：％） 

区  分 国 地方財政計画 波佐見町 

総  額 ０．５ ２．３ ４．９ 

一般歳出 ０．４  ２．３   ６．２ 

  ＊一般歳出・・町は公債費を除いた伸び率 
 

２．財源の状況 

【一般財源】       （単位：千円、％） 

区  分 平成２７年度 平成２６年度 伸び率 地方財政計画 

町税・交付税等 3,293,027 3,248,617 １．４ － 

臨時財政対策債 190,000 206,100 △７．８ △１１．６ 

合 計 3,483,027 3,454,717 ０．８ ２．０ 

 
【地方債】       （単位：千円、％） 

区  分 平成２７年度 平成２６年度 伸び率 地方財政計画 

建設事業債 301,800 118,100 １５５．５ ０．３ 

臨時財政対策債 190,000 206,100 △７．８ △１１．６ 

合 計 491,800 324,200 ５１．７ △１０．０ 

 ・地方債依存度（予算総額に占める地方債の割合） 
   491,800 千円／5,652,000 千円＝ ８．７％（地方財政計画 １１．１％） 

 ・臨時財政対策債を除いた地方債依存度 

     301,800 千円／5,652,000 千円＝ ５．３％（地方財政計画  ５．８％） 

【基金取り崩し】      （単位：千円、％） 

区  分 平成２７年度 平成２６年度 伸び率 備 考 

財政調整基金 70,000 30,000 １３３．３  

その他の基金 39,400 208,100 △８１．１ ※１ 

 ※１ H26 その他基金のうち地域活性化基盤整備基金取り崩し 185,000 千円 
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３．歳 入 

（１）町民税 

 個人町民税は、給与所得者が微減している中、平成２６年度決算見込額から算定

を行った。個人均等割並びに個人所得割については、徴収率が向上していることか

ら均等割を１００千円増の２４，２００千円、所得割を５，４００千円増の３９５，

４００千円とし、合計で４，９００千円増の４２２，０００千円とした。 

 法人町民税については、申告法人数の状況を勘案した上で平成２６年度決算見込

額程度を想定し、均等割は３００千円増の２８，０００千円、法人税割については、

大規模企業の法人税割は同水準で納付見込みとしているが、町内の陶磁器関連業に

対し業績回復に若干の遅れが見られることから５００千円減の３６，３００千円と

した。 

 これに滞納繰越分を含めた町民税全体では、前年度比４，７００千円（１．０％）

増の４８６，４００千円とした。 

（２）固定資産税 

 平成２７年度は３年毎の評価替えの年にあたることから、その算定と地価の下落

修正等や課税物件の異動による増減を考慮した。 

 土地については、減免終了と宅地化が進んでいるものの評価替えに伴う下落分が

大きく前年度比６００千円減の１７９，９００千円とし、家屋についても、評価替

えに伴う下落分と家屋等の新築や大規模企業社屋の償却を算定し前年度比２０，８

００千円減の３１３，１００千円、償却資産については、大規模企業関連の償却資

産の影響が大きく、２５，７００千円減の１０９，９００千円となった。 

 固定資産税全体では、滞納繰越分を含め前年度比４７，０６０千円（７．２％）

減の６０８，０９７千円とした。 

（３）その他の税 

 軽自動車税については、普通車から軽自動車への乗替えが続いていることや新車

購入時の税率引き上げに伴い４，１７０千円増の４５，４３０千円を計上した。 

 町たばこ税については、増税の影響や健康志向の高まりから需要減少が見られ前

年度比６，８００千円減の８５，７００千円とした。 

 入湯税については、入湯客の推移から前年度同額の２，１００千円とした。 

（４）地方譲与税 

 前年度決算見込額に対して地方財政計画による推定伸率を考慮し、地方揮発油譲

与税１５，８００千円、自動車重量譲与税３５，０００千円を計上した。 
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（５）利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金 

 前年度決算見込額に対して地方財政計画を基に、利子割交付金は２，１００千円、

配当割交付金は３，５００千円、株式等譲渡所得割交付金は１，６００千円をそれ

ぞれ計上した。 

（６）地方消費税交付金 

 平成２６年４月に消費税率（地方消費税率）の改定が実施され、平成２７年度か

らは企業等の決算に伴う納付が全期算入されることから、前年度決算見込額に対し

地方財政計画を基にして、前年度比７２，６００千円増の２３７，１００千円とし

た。 

 また、税率引き上げ分について、社会保障４経費その他の社会保障施策に要する

経費に充てられることとなっていることから、引上げ分予算額３８，０６５千円に

ついては、下記事業に充てている。 
単位：千円 

事 業 名 経  費 

財 源 内 訳 
特 定 財 源 一 般 財 源 

国・県 地方債 その他 引上げ分 
地方消費税 その他 

社会 
福祉 

障害福祉サービス費 293,419 218,932   9,897 64,590 

保 育 所 運 営 費 481,709 269,721   28,168 183,820 

       

計 775,128 488,653   38,065 248,410 

 
（７）自動車取得税交付金 

 平成２６年度においては、消費税率の改定により税率の見直しが実施されたこと

に伴い減収したが、平成２７年度については地方財政計画において、同水準とされ

ていることから前年度同額の４，８００千円を計上した。 

（８）地方特例交付金 

住宅借入金等特別税額控除（住宅ローンの住民税減税）に伴う減収補てん特例交

付金については、消費税引き上げに伴う駆け込み新築等の増があったことから、前

年度比６００千円増の５，４００千円計上した。 

（９）地方交付税 

 国においては、「経済の好循環」の更なる拡大を実現し本格的な成長軌道への移行

を図りつつ中長期の発展につなげる取組みとして、とりわけ地方創生が重要施策と

なっており、地方財政計画がリーマンショック後の危機対応モードから平時モード

に切り替えられる中、地方交付税を含む一般財源の総額について、平成２６年度比

２．０％増６１．５兆円が確保されたものの、その内容は、地方税の伸び（６．４％）
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に伴うもので、地方交付税については、前年度比１，３０７億円（０．８％）の減

となっている。 

 また、リーマンショック後の地方交付税の上乗せ部分、いわゆる歳出特別枠や別

枠加算については、大部分が地方創生経費である「まち・ひと・しごと創生事業費」

に組み替えられたが、算定内容が本町に有利に働くかは不透明であり慎重に対応す

る必要がある。 

普通交付税の算定方法は、合理的基準によって算定した基準財政需要額から基準

財政収入額を差し引いた額を基礎額として交付税原資（国税収入）の不足により、

基準財政需要額の一部を臨時財政対策債に振り替えて交付されている。 

 基準財政需要額については、それぞれの団体の行政需要（道路面積、児童数など）

に応じて算定する個別算定経費や交付税算定の簡素化で導入された人口・面積で算

定する包括算定経費について国が示した推計伸率では、前年同規模で示されている

が、交付税で措置される起債償還額の事業費補正や公債費が償還の進展によって減

少し、地方創生として本年度創設された「まち・ひと・しごと創生事業費」も不透

明であることから、前年度算定額から約３９，０００千円減を見込んでおり、この

算定額から臨時財政対策額振替額を差し引いたものとしている。 

 一方、基準財政収入額では、町税や国県からの地方譲与税や各種交付金の見込額

を計上しているが、土地・家屋の評価替えや償却資産の影響に伴う固定資産税の減

収に伴い約２８，０００千円の減を見込んだ。 

 このことから、基準財政収入額が減となるものの、基準財政需要額が減となるこ

とから昨年度交付実績から減少することが見込まれ、更に地方交付税総枠での減少

等を考慮して１，７００，０００千円とした。 

 特別交付税については、平成２７年度まで地方交付税全体での配分枠６％が維持

されることから前年度同額の６０，０００千円を計上した。 

（10）分担金･負担金 

 各事業の実施に伴う分担金や老人ホームなど施設入居負担金、保育料など受益者

が負担すべき額として１１３，５７６千円（前年度比６３１千円、０．６％減）を

計上した。 

このうち定住化対策としての保育料減免措置（第２子の保育料を 1/2 から 1/4 に

減額）による減収分は約９，９００千円と見込んでいる。 

（11）使用料・手数料 

 公営住宅などの公的施設や温泉水の使用料、戸籍住民登録などを含む諸証明手数

料を含む使用料・手数料について、鹿山住宅の建替進展に伴う住宅使用料の見直し
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により、前年度比７，９５２千円増（９．４％増）の９２，２４１千円を計上した。 

（12）国・県支出金 

 各種事務事業の制度に則った支出金として、国庫８６６，１８７千円、県費５２

７，９７９千円を計上している。 

 規模の大きなものは、児童手当費（国１８１，９９５千円、県３９，４４２千円）、

民間保育所運営費（国１７９，８１４千円、県８９，９０７千円）、障害者自立支援

事業費（国１３５，２８０千円、県６７，６４０千円）、道路改良事業費（国４０，

８００千円）、区画整理事業費（国１２０，０００千円）、公営住宅建設事業費（国

３７，１２１千円）、美しい農村再生支援事業費（国１４，９６３千円）、再生可能

エネルギー等導入推進基金事業費（県３６，６０１千円）、鳥獣被害防止総合対策事

業費（県１３，２５０千円）、多面的機能支払基金（県２２，８１０千円）などがあ

る。 

 また、平成２７年度においても、消費税率改定に伴う措置である臨時福祉給付費

（国２０，５２０千円）、子育て世帯臨時特例給付費（国６，７５０千円）を計上し

ている。 

（13）財産収入 

 土地貸付収入や基金利息、土地売却収入として５，９８６千円を計上した。 

（14）寄附金 

 場外舟券売り場（ミニボートピア長崎波佐見）設置による大村市からの環境整備

協力金については、佐々町、松浦市などにミニボートピアが開設され、経営環境が

厳しくなることが予想されるため、前年度比１２，０００千円減の２３，０００千

円を計上している。 

（15）基金繰入 

 特定目的基金のコミュニティ活動支援事業基金から１１，０００千円、ふるさと

創生基金から２６，４００千円、児童文化基金から８００千円、人づくり・まちづ

くり基金から１，２００円を事業充当財源として繰入れるとともに、予算編成にお

ける財源不足を補うため、財政調整基金から７０，０００千円を繰り入れることと

した。 

（16）諸収入 

 中小企業振興資金貸付原資返還金５０，０００千円、新設した創業支援資金貸付

金原資返還金１５，０００千円や（財）長崎県市町村振興協会からの宝くじ基金配

分金１２，６０５千円、農地中間管理機構業務委託費３，６８２千円、土地改良施

設維持管理適正化事業費２，４２１千円など合計９４，６０１千円を計上した。 
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（17）町 債 

 投資的経費等の財源として、土地区画整理事業及び道路改良事業の公共事業債、

国指定史跡整備事業に係る一般補助施設整備事業債、佐世保広域消防無線デジタル

化（負担金）の消防・防災施設整備事業債などの建設事業債３０１，８００千円を

計画した。 

また、一般財源である臨時財政対策債は、交付税算定において基準財政需要額か

ら差し引いた臨時財政対策債振替額を参考に１９０，０００千円とした。町債全体

で１６７，６００千円（５１．７％）増の総額４９１，８００千円とした。 

４．歳 出 

 （１）人件費 

 特別職の給与及び町議会議員の報酬は前年度同額、非常勤特別職の報酬は報酬改

定の影響により４，７５２千円増の３３，８２３千円を計上した。 

 一般職の職員給（基本給＋諸手当）は、退職・新規採用・会計間異動による職員

の増減及び定期昇給分を含んで６，２２４千円減の３９２，９４８千円とした。 

 一方、議員共済会負担金については、地方統一選挙に伴い給付に要する費用が増

加することから前年度比４，０２９千円増の２３，７５４千円を計上した。 

 なお、これらに職員退職手当組合負担金と共済組合負担金等を含めた人件費総額

は、前年度比３，０７５千円（０．５％）増の６８２，６８８千円を計上した。 

 （２）物件費 

 経常的経費の徹底した削減と事務事業の見直しを基本に、２６年度当初予算およ

び決算見込を基準に厳しい査定を行った。 

 一方、社会保障・税番号制度に係るシステム改修費、小学校教科書改訂に伴う教

師用指導資料、消防団活動服等更新経費など新たな行政需要に対しては適切に計上

するとともに、雇用創出、地場産業の振興や交流人口の拡大など地域活性化に資す

る各種事業については、積極的に計上した。 

 これらのことから、前年度比１８，７９４千円（３．３％）増の５９１，０６４

千円を計上した。 

【物件費の内訳】          （単位：千円、％） 

区   分 ２７年度 ２６年度 比 較 増減率 備 考 

賃 金 ７６，６９９ ７０，７１６ ５，９８３ ８．５  

旅    費 ２２，２９３ ２４，０９５ △１，８０２ △７．５  

交 際 費 １，４９０ １，４３０ ６０ ４．２  
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需 用 費 １３５，９０７ １１７，９０１ １８，００６ １５．３  

役 務 費 ４０，９２６ ４０，５２９ ３９７ １．０  

備品購入費 ２３，１８１ ２２，８２９ ３５２ １．５  

委 託 料 １９９，６５７ ２０６，５８３ △６，９２６ △３．４  

その他物件費 ９０，９１１ ８８，１８７ ２，７２４ ３．１  

計 ５９１，０６４ ５７２，２７０ １８，７９４ ３．３  
 

（３）維持補修費 

 町道や農林道、公営住宅、その他公共施設の維持補修費として、３６，３９１千

円を計上した。 

（前年度比 ２，６４４千円、７．８％増） 

（４）扶助費 

 民間保育所運営費は前年度比１２，１４３千円増の４８１，７０９千円、児童手

当は５７５千円減の２６０，８８０千円となり、障害者総合支援法に基づく各種給

付費等についは、サービス需要の増により１５，２２５千円増の２９１，９１２千

円、養護老人ホーム入所措置委託料は入所者の増により４，０１９千円増の５０，

０００千円、福祉医療費については、実績を見込み２，３８２千円増の５４，８４

２千円とし、その他を合わせ総額１，１８０，６１４千円とした。 

（前年度比 ３１，２０１千円 ２．７％増） 

 （５）補助費等 

 主なものは、東彼地区保健福祉組合負担金１８７，８００千円、消防無線のデジ

タル化負担に伴い前年度比５９，０００千円増の広域消防業務委託料２４７，００

０千円、放課後児童健全育成事業費補助金１７，４３２千円、幼稚園就園奨励補助

金３１，５０８千円、定住奨励費１５，２００千円、中山間地域等直接支払事業費

交付金１８，１４９千円、多面的機能支払交付金（共同活動）１９，２１６千円、

企業誘致奨励金１７，１５０千円等のほか、社会福祉協議会運営補助金１８，９４

５千円など各種団体の運営補助金や事業推進のための奨励的補助金、負担金等を含

めて総額８６５，８６４千円を計上している。 

 なお、平成２７年度における増加の要因は、上記佐世保市広域消防業務委託料の

増加の影響が大きい。 

（前年度比 ４６，７８３千円、５．７％増） 
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 （６）投資的経費 

普通建設事業（補助事業） 

西ノ原土地区画整理事業は、２００，０００千円を計上し、街区の宅地造成と円

滑な移転補償を進める。 

国指定史跡整備事業は、３３，０００千円、合併処理浄化槽は２１，９９４千円、

鳥獣被害防止総合対策事業は１０，０００千円を計上し、町道改良整備については、

南部線改良として４８，０００千円、平成２６年度から実施している橋梁修繕事業

には２０，０００千円を計上した。 

また、公営住宅鹿山団地整備事業についても、鹿山団地建替及び江良山住宅改修

実施設計業務等として８２，４９２千円を計上した。 

さらに、新規事業として、体育センター太陽光発電設備整備事業に３７，１８４

千円、鬼木地区の畦畔整備に９，９４８千円を計上し、その他を合わせ補助事業全

体では４７２，２１５千円を計上した。 

  普通建設事業（単独事業） 

 部分改良を含む町道整備等事業は１１１，３２９千円のほか、地域振興事業補助

金１１，０００千円、消防ポンプ積載車購入事業（５、６分団）１２，９６０千円、

中学校設備改修事業１４，０００千円、西ノ原土地区画整理単独事業１０，２７１

千円、公営住宅整備事業１０，７０７千円などを計上し、新規事業として、元気な

観光地応援事業として１１，９００千円などを計上し、総額で２４４，０７７千円

とした。 

※普通建設事業費（単独事業）は、下記県営工事負担金と他町施工負担金を合算し

た、２４９，４９１千円と区分している。 

  県営工事負担金 

 県道波佐見山内線の整備事業負担金２，３４０千円、駄野地区の県営土地改良事

業負担金３，０００千円、合計５，３４０千円を計上した。 

  他町施工負担金 

    輝くながさき園芸産地振興事業負担金として７４千円を計上した。 

  災害復旧事業費 

 被災時対応の災害復旧事業費として２４，５００千円を計上した。 

  
以上、投資的経費（普通建設事業+災害復旧事業）は７４６，２０６千円とした。 
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【投資的経費の内訳】       （単位：千円、％） 

区   分 ２７年度 ２６年度 比 較 増減率 備考 

普通建設事業 721,706 605,242 116,464 19.2  

内 

訳 

補助事業 472,215 237,146 235,069 99.1  

単
独
事
業 

単独事業 244,077 362,753 △118,676 △32.7  

県営事業負担金 5,340 5,119 221 4.3  
同級他団体事業

負担金 74 224 △150 △67.0  

災害復旧事業 24,500 21,940 2,560 11.7  

内 

訳 

補助事業 20,800 18,800 2,000 10.6  

単独事業 3,700 3,140 560 17.8  

投資的経費合計 746,206 627,182 119,024 19.0  
  

（７）公債費 

 過去の投資的事業に充当した建設事業債の償還額は５０１， １８０千円（前年度

５３６，４５３千円）、地方交付税から振り替えられ財源補てんのために発行した臨

時財政対策債の償還額は１９０，３２９千円（前年度比１７７，４８６千円）とな

っている。その他の町債や一時借入金利子を含めた公債費総額６９２，００９を千

円とした。 

 なお、平成６年度許可のやきもの公園や平成１０年度許可の道路改良事業等の償

還が終了したことに伴い減少幅が大きくなっている。 

   （前年度比 ２２，４３０千円、３．１％減） 

（８）貸付金 

 中小企業振興資金貸付金の貸付低利化に伴い預託金を１０，０００千円増の５０，

０００千円、新規事業として創業支援資金の創設に伴う預託金１５，０００千円、

県林業公社に対する林業開発促進貸付金を８８２千円とし総額を４０，９４３千円

とした。 

  （前年度比 ２４，９３９千円、６０．９%増） 

（９）繰出金 

国民健康保険事業特別会計に対する繰出金は、財政安定化支援分や保険基盤安定

分に事務費や人件費を加え合計１１０，１９１千円（前年度比１１，１５１千円増）、

介護保険事業特別会計への繰出金は、給付費や包括支援事業費などに人件費を加え
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１９２，３６０千円（前年度比１６，２２２千円増）を計上した。 

後期高齢者医療特別会計繰出金は、事務費分や保険基盤安定分、療養給付費負担

金など合計２６５，９２０千円（前年度比２，５０７千円増）とした。 

公共下水道事業特別会計繰出金は、管渠修繕費や下水道債元利償還負担など１９

７，６７４千円とし、町営工業団地整備事業特別会計への繰出金は５９８千円とし

た。これに、運用型基金に生じた利息の積立（繰出金処理）をあわせ繰出金全体で

は７６６，８５２千円とした。 

     （前年度比 ４０，１３９千円、５．５％増） 

（10）その他 

 雇用創出、地場産業の振興、交流人口の拡大など地域活性化につながる施策を「地

域創生枠」（予算特別枠）として設け、次の事業に取り組むこととした。 

① 空き家改修事業費補助金（新規）        ２，５００千円 

② 婚活事業（新規）                 ４５０千円 

③ 中尾地区煙突補修事業（一般財源ベース）      ８５５千円 

④ 子育て拠点施設運営費拡充（一般財源ベース）  １，６６５千円 

⑤ 環境美化推進事業委託料（新規）        ４，０００千円 

⑥ 総合展示商談会出展事業費補助金（新規）    １，３６３千円 

⑦ めし碗グランプリ開催補助金（１０周年記念大会）  ８００千円 

⑧ 信用保証料補助金（新規）             ４００千円 

⑨ 中小企業振興資金貸付預託金（増加分）    １０，０００千円 

⑩ 創業支援資金貸付預託金（新規）       １５，０００千円 

⑪ 観光協会運営費拡充（１名増員分）       ２，３７３千円 

⑫ 中核人材育成支援事業（新規）         １，８００千円 

⑬ 企業誘致奨励金（土地取得・空工場活用）   １６，０００千円 

⑭ 無形民俗文化財映像記録事業            ７０２千円 



１．歳入の内訳

（単位：千円、％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率

1 町 税 1,227,727 21.7 1,272,717 23.6 △ 44,990 △ 3.5

2 地 方 譲 与 税 50,800 0.9 56,200 1.0 △ 5,400 △ 9.6

3 利 子 割 交 付 金 2,100 0.0 2,300 0.0 △ 200 △ 8.7

4 配 当 割 交 付 金 3,500 0.1 2,800 0.1 700 25.0

5 株式等譲渡所得割交付金 1,600 0.0 500 0.0 1,100 220.0

6 地 方 消 費 税 交 付 金 237,100 4.2 164,500 3.1 72,600 44.1

7 自動車取得税交付金 4,800 0.1 4,800 0.1 0 0.0

8 地 方 特 例 交 付 金 5,400 0.1 4,800 0.1 600 12.5

9 地 方 交 付 税 1,760,000 31.1 1,740,000 32.3 20,000 1.1

普 通 交 付 税 1,700,000 30.1 1,680,000 31.2 20,000 1.2

特 別 交 付 税 60,000 1.1 60,000 1.1 0 0.0

一 般 財 源 小 計 3,293,027 58.3 3,248,617 60.3 44,410 1.4

10 交通安全対策特別交付金 1,200 0.0 1,200 0.0 0 0.0

11 分 担 金 及 び 負 担 金 113,576 2.0 114,207 2.1 △ 631 △ 0.6

12 使 用 料 及 び 手 数 料 92,241 1.6 84,289 1.6 7,952 9.4

13 国 庫 支 出 金 866,187 15.3 735,029 13.6 131,158 17.8

14 県 支 出 金 527,979 9.3 496,223 9.2 31,756 6.4

15 財 産 収 入 5,986 0.1 6,013 0.1 △ 27 △ 0.4

16 寄 附 金 26,003 0.5 35,803 0.7 △ 9,800 △ 27.4

17 繰 入 金 109,400 1.9 238,100 4.4 △ 128,700 △ 54.1

18 繰 越 金 30,000 0.5 30,000 0.6 0 0.0

19 諸 収 入 94,601 1.7 73,319 1.4 21,282 29.0

20 町 債 491,800 8.7 324,200 6.0 167,600 51.7

5,652,000 100.0 5,387,000 95.3 265,000 4.9

-　１１　-

歳　　入　　合　　計

区　　　　　分 平成２７年度 平成２６年度 増　　　減

当　　　初　　　予　　　算　　　額

内
訳



２．町税の内訳
（単位：千円、％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 増減率

一 普　通　税 1,225,627 99.8 1,270,617 99.8 △ 44,990 △ 3.5

１ 1,225,627 99.8 1,270,617 99.8 △ 44,990 △ 3.5

(1) 486,400 39.6 481,700 37.8 4,700 1.0
徴収率
　99.0％

ア 24,200 2.0 24,100 1.9 100 0.4

イ 395,400 32.2 390,000 30.6 5,400 1.4

ウ 28,000 2.3 27,700 2.2 300 1.1

エ 36,300 3.0 36,800 2.9 △ 500 △ 1.4

オ 2,500 0.2 3,100 0.2 △ 600 △ 19.4

(2) 608,097 49.5 655,157 51.5 △ 47,060 △ 7.2
徴収率
　98.5％

ア 607,900 49.5 655,000 51.5 △ 47,100 △ 7.2

土　地 179,900 14.7 180,500 14.2 △ 600 △ 0.3

家　屋 313,100 25.5 333,900 26.2 △ 20,800 △ 6.2

償却資産 109,900 9.0 135,600 10.7 △ 25,700 △ 19.0

滞納繰越分 5,000 0.4 5,000 0.4 0 0.0

イ 197 0.0 157 0.0 40 25.5

(3) 45,430 3.7 41,260 3.2 4,170 10.1
徴収率
　99.0％

(4) 85,700 7.0 92,500 7.3 △ 6,800 △ 7.4

(5) 0 0.0 0 0.0 0 0.0

(6) 0 0.0 0 0.0 0 0.0

二 目　的　税 2,100 0.2 2,100 0.2 0 0.0

1 2,100 0.2 2,100 0.2 0 0.0

三 そ　の　他 0 0.0 0 0.0 0 0.0

合　　　計　（一　～　三） 1,227,727 100.0 1,272,717 103.7 △ 44,990 △ 3.5

-　１２　-

平成２７年度 平成２６年度 増　　　減
備　　考

法人税割

当　　　初　　　予　　　算　　　額

税　　　目

そ　の　他

入　湯　税

交付金・納付金

軽自動車税

町たばこ税

特別土地保有税

所　得　割

法人均等割

法　定　普　通　税

固定資産税

純固定資産税

町　民　税

個人均等割

滞納繰越分



３．歳出の款別（目的別）内訳

（単位：千円、％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率

１ 議 会 費 91,204 1.6 87,272 1.6 3,932 4.5

２ 総 務 費 519,870 9.2 483,579 9.0 36,291 7.5

３ 民 生 費 1,942,645 34.4 1,947,798 36.2 △ 5,153 △ 0.3

４ 衛 生 費 357,852 6.3 325,126 6.0 32,726 10.1

５ 労 働 費 7,243 0.1 25,961 0.5 △ 18,718 △ 72.1

６ 農 林 水 産 業 費 203,548 3.6 218,664 4.1 △ 15,116 △ 6.9

７ 商 工 費 228,310 4.0 166,657 3.1 61,653 37.0

８ 土 木 費 783,162 13.9 681,968 12.7 101,194 14.8

９ 消 防 費 309,887 5.5 244,729 4.5 65,158 26.6

10 教 育 費 471,770 8.3 448,867 8.3 22,903 5.1

11 災 害 復 旧 費 24,500 0.4 21,940 0.4 2,560 11.7

12 公 債 費 692,009 12.2 714,439 13.3 △ 22,430 △ 3.1

13 予 備 費 20,000 0.4 20,000 0.4 0 0.0

5,652,000 100.0 5,387,000 100.0 265,000 4.9

-　１３　-

歳　出　合　計

区　　　　　分

当　　　初　　　予　　　算　　　額

平成２７年度 平成２６年度 増　　　減



４．歳出の性質別内訳

（単位：千円、％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率

一 682,688 12.1 679,613 12.6 3,075 0.5

二 591,064 10.5 572,270 10.6 18,794 3.3

三 36,391 0.6 33,747 0.6 2,644 7.8

四 1,180,614 20.9 1,149,413 21.3 31,201 2.7

五 865,864 15.3 819,081 15.2 46,783 5.7

六 721,706 12.8 605,242 11.2 116,464 19.2

1 補助事業費 472,215 8.4 237,146 4.4 235,069 99.1

2 単独事業費 249,491 4.4 368,096 6.8 △ 118,605 △ 32.2

七 24,500 0.4 21,940 0.4 2,560 11.7

1 補助事業費 20,800 0.4 18,800 0.3 2,000 10.6

2 単独事業費 3,700 0.1 3,140 0.1 560 17.8

八 0 0.0 0 0.0 0 #DIV/0!

九 692,009 12.2 714,439 13.3 △ 22,430 △ 3.1

十 4,430 0.1 3,599 0.1 831 23.1

十一 0 0.0 0 0.0 0 #DIV/0!

十二 65,882 1.2 40,943 0.8 24,939 60.9

十三 766,852 13.6 726,713 13.5 40,139 5.5

十四 0 0.0 0 0.0 0 #DIV/0!

20,000 0.4 20,000 0.4 0 0.0

5,652,000 100.0 5,387,000 95.3 265,000 4.9

区　　　　　分

当　　　初　　　予　　　算　　　額

平成２７年度 平成２６年度 増　　　減

貸付金

人件費

物件費

維持補修費

扶助費

補助費等

普通建設事業費

災害復旧費

失業対策事業

公債費

積立金

投資及び出資金

繰出金

前年度繰上充用金

予備費

歳　出　合　計

　　-　１４　-



歳入 （単位：千円）
地方交付税 1,760,000 31.1%
町　　　税 1,227,727 21.7%
国庫支出金 866,187 15.3%
県支出金 527,979 9.3%
町　　　債 491,800 8.7%
地方消費税交付金 237,100 4.2%

  分担金及び負担金 113,576 2.0%
繰  入  金 109,400 1.9%
地方譲与税 50,800 0.9%
そ　の　他 267,431 4.7%

合　　　計 5,652,000 100.0%

自主財源 1,699,534 30.1%
依存財源 3,952,466 69.9%

合　　　計 5,652,000 100.0%

歳出（目的別） （単位：千円）
民　生　費 1,942,645 34.4%
土　木　費 783,162 13.9%
公　債　費 692,009 12.2%
総　務　費 519,870 9.2%
教　育　費 471,770 8.3%
衛　生　費 357,852 6.3%
消　防　費 309,887 5.5%
商　工　費 228,310 4.0%
農林水産業費 203,548 3.6%
そ　の　他 142,947 2.5%

合　　　　計 5,652,000 100.0%

消費的経費 3,356,621 59.4%
投資的経費 746,206 13.2%
そ　の　他 1,549,173 27.4%

合　　　計 5,652,000 100.0%

歳出（性質別） （単位：千円）
人件費 682,688 12.1%
扶助費 1,180,614 20.9%
公債費 692,009 12.2%
物件費 591,064 10.5%
維持補修費 36,391 0.6%
補助費等 865,864 15.3%
普通建設事業費 721,706 12.8%
災害復旧事業費 24,500 0.4%
積立金 4,430 0.1%
貸付金 65,882 1.2%
繰出金 766,852 13.6%
予備費 20,000 0.4%

合　　　　計 5,652,000 100.0%

義務的経費 2,555,311 45.2%
任意的経費 3,096,689 54.8%

合　　　計 5,652,000 100.0%
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平成２７年度一般会計当初予算の状況
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５　投資的経費の項目

18 旧波佐見金山坑口閉塞工事

補　助　事　業 19 交通安全施設設置事業

1 西ノ原土地区画整理事業（交付金事業） 20 陶器まつり臨時駐車場整地事業

2 公営住宅整備事業（鹿山団地） 21 河川及び排水路改修事業

3 町道改良整備事業（南部線） 22 鴻ノ巣公園遊具補修事業

4 体育センター太陽光発電設備等設置事業 23 空き家改修事業補助金

5 国指定史跡整備事業 24 耕作放棄地再生利用緊急対策事業

6 合併浄化槽設置費補助金 25 里道等改修費補助金

7 橋梁修繕事業（交付金事業） 26 中尾郷地区煙突補修事業補助金

8 鳥獣被害防止総合対策事業補助金 27 中央小設備改修事業

9 美しい農村再生支援事業（鬼木地区） 28 東小学校設備改修事業

10 保育緊急整備事業（安心こども基金） 29 給食センタートイレ改修事業

11 東小学校プール改修実施設計業務委託料 30 南小学校設備改修事業

12 経営体育成支援事業費補助金 31 防犯灯設置事業

13 追加的信用供与補助事業費補助金 32 高齢者障害者住宅改造費補助金

14 子育て支援センター改修事業 33 消防詰所シャッター文字等施工事業

単　独　事　業 34 庁舎補修工事

1 町道改良整備事業 35 消火栓設置事業

2 　　　　〃　　　（事業費支弁人件費） 36 看板設置事業

3 町道維持補修事業（部分改良） 37 旧公会堂維持補修事業

4 中学校設備改修事業 県 営 工 事 負 担 金

5 消防積載車購入事業（5団・6分団） 1 県道整備事業（波佐見山内線）

6 元気な観光地応援事業 2 県営土地改良事業負担金（駄野地区）

7 多面的機能支払交付金事業（向上活動） 災　害　復　旧　事　業

8 地域振興事業補助金 補助災害復旧事業

9 公営住宅整備事業（鹿山団地他）（単独） 1 農林業施設災害復旧事業

10 西ノ原土地区画整理事業（単独） 2 林道施設災害復旧事業

11 陶芸の館空調機冷媒ガス設備改修事業 3 公共土木施設災害復旧事業

12 総合文化会館設備改修事業 4 公共施設災害復旧事業

13 防火水槽撤去事業 単独災害復旧事業

14 小規模農林事業補助金 1 農林業施設災害復旧事業

15 国指定史跡整備事業（単独） 2 林道施設災害復旧事業

16 岳辺田地区揚水機場送水管改修事業 3 公共土木施設災害復旧事業

17 旧公会堂東側排水路改修事業 4 公共施設災害復旧事業
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事　　　　　業　　　　　名 事　　　　　業　　　　　名

普　通　建　設　事　業



　　６　会計別当初予算規模

（単位：千円、％）

平成２７年度 平成２６年度 差　　引 増 減 率 備　　　考

5,652,000 5,387,000 265,000 4.9

3,932,154 3,656,570 275,584 7.5

2,031,200 1,800,000 231,200 12.8

148,900 144,800 4,100 2.8

1,315,030 1,208,070 106,960 8.9

371,424 435,500 △ 64,076 △ 14.7

65,600 68,200 △ 2,600 △ 3.8

9,584,154 9,043,570 540,584 6.0

平成２７年度 平成２６年度 差　　引 増 減 率 備　　　考

収　入 285,562 287,129 △ 1,567 △ 0.5

支　出 268,171 259,007 9,164 3.5

収　入 36,500 34,500 2,000 5.8

支　出 148,319 139,238 9,081 6.5

収　入 18,985 18,969 16 0.1

支　出 14,643 16,360 △ 1,717 △ 10.5

収　入 0 0 0 0

支　出 1,080 1,080 0 0.0
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収益的

区　　　　　分

一 般 会 計

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険 事 業

公 共 下 水 道 事 業

町 営 工 業 団 地 整 備 事 業

合　　　　　計

区　　　　　分

上 水 道 事 業 会 計

資本的

工 業 用 水 道 事 業 会 計

収益的

資本的




